
局 部 課

3 年度

9

10

事務事業名 認知症施策総合支援事業 事業番号 011-068

担当部署名 健康福祉 長寿社会 長寿支援

令和３年度　事務事業評価シート（１）

[ 令和2年度事務事業 ]
一般会計 事務事業分類 A　一般事務事業

4

事業の概要

Ⅰ．基本情報

無 取組      ―     

事業の位置付け

1

堺市基本

計画

2025

施策

との

関連

有・無 戦略

取組の方向性 ④認知症支援策の推進

   ―   ターゲット

寄与

する

KPI

有・無

無 現状値 ― 目標値

有

―

―

―

施策2.人生100年時代の健康・福祉 ～Well－being～ (4) 高齢者が住み慣れた地域で心豊かに暮らし続けられる社会の実現

実施根拠 厚生労働省老健局長通知「認知症地域医療支援事業の実施について」（平成27年4月15日老発0415第6号）

厚生労働省老健局長通知「認知症介護実践者等養成事業の実施について」（平成18年3月31日老発0331010号）

厚生労働省老健局長通知「認知症施策等総合支援事業の実施について」（平成26年7月9日老発0709第3号）（根拠法令、条例等）

指標名 ―

2 関連計画 堺市高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画（平成30(2018)～32(2020)年度）

事業開始年度 平成 27

無 現状値 ― 目標値 ―

堺市SDGs

未来都市

計画

施策

との

関連

有・無

寄与

する

KPI

ゴール

有・無 指標名

事業の実施主体
（実施主体となる団体等）

堺市、外部団体

点検年度 令和 7 年度

6
事業の対象
（対象とする人や物、対象数）

認知症高齢者とその家族等関係者、認知症高齢者等の介護に携わる実務者・認知症介護を提供する事業所の管理者等、認知症の診療に携わる医師・高

齢者が日頃から受診する診療所等の主治医（かかりつけ医）、病院勤務の医師・看護師等の医療従事者、認知症の人と接する機会が多い看護職員、高齢

者が受診する歯科医師・高齢者が受診した際や受信後等に接する薬局・薬剤師

公民連携・協働事業

7
事業の目的
（事業実施によりめざす状態）

認知症の方に対する医療及び介護サービスを充実するとともに、認知症の発症初期から状況に応じて、医療と介護が一

体となった認知症の方への支援体制の構築を図るため、人材の育成を図ること。

5

Ⅱ．事業目的の達成状況

8

事業内容

（目的を達成するための手

段）

※スケジュール、実施方法・手

段、事業規模・回数など

認知症の方及びその家族等に対する支援として以下の項目を実施

・認知症高齢者の介護に関する実践的研修の実施

　（認知症介護基礎研修、認知症介護実践者研修、認知症介護実践リーダー研修、小規模多機能型サービス等計画作成担

当者研修、認知症介護指導者養成研修など）

・認知症介護にかかる適切なサービスの提供に関する知識等を習得させるための研修の実施

　（認知症対応型サービス事業開設者研修、認知症対応型サービス事業管理者研修）

・医療従事者が認知症ケアについて理解し適切な対応をできるようにするための研修の実施

　（認知症サポート医養成研修、かかりつけ医認知症対応力向上研修、歯科医師認知症対応力向上研修、　薬剤師認知症対

応力向上研修、看護職員認知症対応力向上研修など）

・認知症疾患医療センターの設置（2か所）

主な支出先（委託・補助金・負担金等） （社福）大阪府社会福祉事業団、（公財）浅香山病院、（医）杏和会阪南病院

※国・府の基準より上回って実

施した内容を具体的に記載

事業の成果や活動実績の測定

11

定性的な成果目標 単位
実績 目標 目標

認知症の方に対する医療及び介護

サービスの充実

目標値

当該目標を設定した理由 認知症支援に関わる医療及び介護従事者の認知症への対応力や専門性の向上を図るため。

令和元年度 令和2年度 令和3年度

研修年間修了者数 人

令和元年度 令和2年度 令和3年度 令和7年度 

点検年度

目標に対する実績
新型コロナウイルスの影響により研修修了者数が少なくなってきてはいるものの、毎年一定数の研修修了者を

だしている。

実績値

達成率

実績値 284 202

達成率 49% 35%

当該指標を選定した理由
研修の修了者が増加することで医療及び介護の現場において認知症への対応力や専門性の向上が図れる

ため。（※令和2年度新型コロナウイルス感染症の影響により医療職対象者研修は中止）

目標値の設定根拠・算出方法
高齢者保健福祉計画・介護保険事業計画に定められた目標達成のために必要な到達水準を年次で落とし

込みしたもの。

12

活動指標(成果を上げるための手段) 単位
実績 目標

目標値 585 585 585



（ ）
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事務事業名 認知症施策総合支援事業 事業番号 011-068

令和3年度　事務事業評価シート（２）
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項　　　目
平成30年度 令和元年度 令和2年度 令和3年度

Ⅲ．投入量
事業コスト （単位：千円）

事業費  (a)

2,857 1,713 2,972

市債

決算 決算 予算 決算 予算

財

源

内

訳

国支出金 3,620 3,620 3,261

21,840 19,658 20,507 17,562 20,189

3,620 3,620

府支出金　 1,807 2,263

受益者負担金(使用料、手数料等）　 4,666 4,445 5,585 2,386 4,577

その他

年間経費(ｃ)=(a)+(ｂ) 25,940 23,708 24,607 21,662 24,289

事業費の内訳 （単位：千円）

一般財源 11,747 9,330 8,804 9,843 9,020

人件費  （ｂ） 4,100 4,050 4,100 4,100 4,100

16

事

業

費

内

訳

項　　　目 年度 事業費
うち

一般財源
項　　　目 年度

35

R2 決算 7,442 3,822

R3 予算 155 155 R3 予算

R2 決算 6 6

報償費
R2 決算 0 0

使用料及び賃借料
R2 決算

事業費

0

R3 予算 401 401 R3 予算 35

需用費
R2 決算 915 915

備品購入費
R2 決算

旅費

R3 予算 631 631 R3 予算

R3 予算 168 168 R3 予算
役務費

R2 決算 194 194 決算

③ 単位当たり経費（②÷①×1,000円） 円/単位

② 上記①にかかる年間経費 千円

備考（算出についての説明等） 研修修了者1人にかかる年間経費

委託料
R2 決算 8,705 4,606 R2 決算

① 研修年間修了者数（介護職・医療職対象） 人

Ⅳ．事業の効率性
単位当たり経費

17

KPI等への寄与（基本計画等のKPI・取組の方向性や事業の目的の達成にどのように寄与したか）

19
　医療従事者や介護従事者を対象とした認知症研修を行うことで、認知症関連サービスの質の向上を図り住み慣れた地域で安心して暮らし続けるこ

とにつながる。

Ⅴ．評価
費用対効果に係る所見

18

　介護職向け・医療職向けの研修とも各職種の業務が多忙な中、これまで研修を実施してきた中で一定の参加者数が集まり、研修修了者の累積人

数が増加してきたことも、新たな参加者が目標に達しなかった要因の一つとして考えられる。また、研修の参加者数が目標に達しなかったもう一つの要

因としては、新型コロナウイルス感染症の拡大により、いくつかの研修が中止となったことが挙げられる。

　しかし、団塊の世代の高齢化などに伴い、認知症の高齢者が今後益々増加していくことが予測されている中で、認知症の方への支援体制のさらなる

強化が求められており、効果的な実施方法を検討しながら、今後も幅広く関係機関等に事業を周知することで、目標達成を図っていく。

予算

負担金
8,605 4,985

300 300

0 0

R2

10,194 2,645 R3 予算

単位区　　分 令和元年度

284

10,164

35,789

令和2年度

202

8,705

43,094

R3

うち

一般財源

0


